
（資料8）  

医政発第0703018号  

平成18年7月3日  

各 都道府県衛生主管部（局）長 殿  

厚生労働省医政局長  

療養病床に係る財産処分承認手続きの簡素化について  

l   

医療施設等施設整備費補助金及び医療施設等施設整備資金貸付金（以下「補助金  

等」という。）における療養病床（医療法（昭和23年法律第205号）第7条第  

2項第4号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）の整備については、患者の療  

養環境の改善等を目的として行ったところである。   

今般、医療保険制度の将来にわたる持続的かつ安定的な運営を確保するため、健  

康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号。以下「平成18年改  

正法」という。）が公布されたことに鑑み、療養病床に係る財産処分の承認手続き  

について簡素化を図ることとし、下記のとおり取り扱うこととしたので通知する。   

なお、貴都道府県が行った補助事業（国の間接補助事業）についても、下記に定  

める報告手続きに従い行うこととしたので、貴管内の医療機関に対する周知及び適  

切な事務処理を行っていただくよう配慮願いたい。   

また、本通知においては、老健局及び保険局においても了知しているところセあ  

るので、念のため申し添える。  

記  

1補助金等の交付を受けて取得し、又は効用の増加した財産を補助金等の目的に   

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供する処分（以下「財産   

処分」という。」）を行う際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する   

法律（昭和30年法律第179号）第22条の規定により、厚生労働大臣の承認   

が必要とされているところであるが、今般の療養病床をめぐる平成18年改正法   

に基づく財産処分に関しては、通常の財産処分と異なり、主として補助事業者等   

の都合によらないこと、また、引き続き患者の療養環境の改善等を図る必要があ   

ることから、以下の2に該当する財産処分であって、原則として財産処分を行う  

1か月以上前に別紙様式により厚生労働大臣に報告があったものについては、厚  

生労働大臣の承認があったものとして取り扱う（以下「報告手続」という。）こ   

ととし、この場合の当該財産処分に係る補助金相当額の国庫納付は不要とする。   

ただし、報告手続による転用等を行った後については、国庫補助事業の完了時  
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から起算して厚生労働大臣が別に定める期間（「補助事業等により取得し、又は  

効用の増加した財産の処分制限期間（平成13年厚生労働省告示第239号）」  

をいう。）を経過するまでは、所要の手続きを経ることなく財産処分を行うこと  

は認められず、既存施設の残存期間について処分制限が課されるものとする。   

また、間接補助事業についても、都道府県知事は間接補助事業者に対し処分制  

限期間を経過するまで財産処分を制限する条件を付さなければならないものとす  

る。  

2 財産処分の手続きの簡素化の対象となる療養病床について   

これまで、療養病床をはじめとした病床の整備については、患者の療養環境の   

改善等を図ることを第一の目的として行ってきたところであるが、平成18年改   

正法等の施行を踏まえ、簡素化の対象となる療養病床は財産処分の際に入院して   

いる患者がその状態に即した適切な施設等において必要な対応が図られる場合で   

あって、次の財産処分を行う場合とする。  

なお、財産処分の手続きの簡素化については、高齢者の医療の確保に関する法   

律（昭和57年法律第80号）に基づく第一期の医療費適正化計画が終了する平   

成25年3月31日までに限る措置とする。  

（1） 療養病床（療養病床の整備を補助条件として整備された療養病床）につ  

いて、病床の数を増加させることなくその全部若しくは一部について医療  

法第7条第2項第5号に定める一般病床に転用（取壊し後に新築又は増築  

する場合を含む。以下同じ。）する場合又は転用せずに療養病床の利用率  

等を踏まえて療養病床の数を減ずる場合であって、次の（ア）及び（イ）  

の条件を満たす場合。  

・（ア） 1床ごとの病室面積を6．4rd以上を確保すること。  

（イ） 引き続き、機能訓練室、談話室、患者食堂及び浴室を設置している  

こと。  

なお、上記について例示すると次のとおりであるが、病床を減ずる場合  

であっても、患者の療養環境を向上させるよう補助事業者において対応す  

るものであること。  

・療養病床100床を一般病床100床  

／／  を一般病床50床及び療養病床50床  

／／  を一般病床40床及び療養病床40床  

／／  を療養病床90床  

（2） 療養病床（療養病床を補助条件としているか否かにかかわらず整備され  

た療養病床）について、その全部又は一部を次の（ア）から（キ）までの  

施設に転用又は、次の施設として使用することを条件として他の社会福祉  
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法人等へ無償譲渡する場合。  

（ア） 介護老人保健施設  

（イ） 軽費老人ホーム（ケアハウス）  

（ウ） 有料老人ホーム（居室は原則個室とし、1人当たりの居室の床面積が  

概ね13nぞ以上であるものに限る。）  

（エ） 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室  

（オ） 認知症高齢者グループホーム  

（カ） 小規模多機能型居宅介護事業所  

（キ） 生活支援ハウス  

（3）  （1）又は（2）において財産処分の簡素化の対象となった施設におい  

て、再度療養病床や介護老人保健施設等他の施設に転用する場合は、個別  
に協議が必要となるので、念のため申し添える。  

（参考）   

1）   「療養病床の整備を補助条件として整備された療養病床」とは医療  

施設近代化施設整備事業で次により整備された療養病床をいう。   

ア）病院の改修（一部増築を含む。）により整備された療養病床   

イ）診療所の改修等（新規開設を除く。）により整備された療養  

病床   

ウ）介護基盤整備促進事業（平成16年度廃止）により整備され  

た療養病床  

2） 「療養病床を補助条件としているか否かに拘わらず整備された療養   

病床」とは次により整備された療養病床をいう。  

ア）医療施設近代化施設整備事業により老朽化した病院等の新築、  

増改築又は改修により整備された療養病床  

イ）その他の整備事業で整備された療養病床  

3 2以外の方法による財産処分の取り扱いについて   

上記2以外による財産処分の取り扱いについては、従前のとおり補助金等に係   

る予算の執行の適正化に関する法律の規定に基づき、あらかじめ厚生労働大臣の   

承認が必要である。  
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別紙様式  
号  

月  日  

番  

平成  年  

厚生労働大臣 殿  

補助事業者名  印  

染   医療施設等施設整備費補助金の交付を受けて取得した財産の処分報告書  

薬  医療施設等施設整備費補助金の交付を受けて取得した財産について、下記のとおり財  
産処分を行うので平成18年7月3日医政発第0703018号厚生労働省医政局長通知「療  
養病床に係る財産処分承認手続きの簡素化について」に基づき、関係書類を添えて報告  
する。  

記  

1 処分施設の概要  

設置主体  
補助事業名   補助事業者名  施設名  補助施設の所在地  

（経営主体）  

（  ）  

国庫補助金額   総事業費   国庫補助   処分制限  経過年数   
建物構造  

（補助対象面積）   （総面積）   年  度  期   間  （ ～）  

円  円  
年度  

（  ポ）     （  ポ）  年  （、竿   

2 処分の内容  

彗 処 分 の 詳 細   
処分予定  処分区分  （蓮蕃警鼠  鱗鮎  ・罵．≡－’覧  
年月日  

床  

・（   ）    （ ポ）  （ 

3 添付資料  

・財産処分対象施設の概要と図面（補助対象部分、面積を明記したもの）  
・転用後の施設、取り壊した後に新築、増築された新施設の概要と図面（対象部分、   
面積を明記したもの）  

・交付額確定通知書の写し（交付額を確認できる書類）  
・その他参考となる資料  
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（記入要領）  

1標題及び本文中の補助金等の名称は、財産処分を行おうとしている施設に対して交付された  

補助金等の名称を記載すること。  

2 処分の内容  

（1）「建物構造」欄：鉄骨鉄筋コンクリート、鉄筋コンクリート、ブロック造、鉄骨造等建物   

の構造について記入すること。  

（2）「処分区分」欄：療養病床から一般病床への転用、転用、取り壊し、無償譲渡の別を記入  

する。  

（3）「処分後の設置主体（経営主体）」欄：無償譲渡により設置主体が変わった時のみ記入す  

る。  

（4）「処分の詳細」欄：財産処分の内容を簡潔に記載すること。   

例 00施設をロロ施設に転用  

00施設の一部を□□施設に転用  

00施設を取り壊し、□□施設を新築  

なお、転用後の施設、取り壊し後の新施設の入所等の定員数を必ず記入すること。  

3 添付書類   

間接補助事業については、施設等の設置主体からの財産処分報告書等の写しを添付するこ   

と。  

その他参考となる資料については、適宜当該財産処分の内容を補足すること。  
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療養病床の転換の簡素化とその彼の措置（調整中）  

平成18年7月3日（通知発出日）  平成25年3月31日（簡素化適用期限）  

J    個別に協議が必要（大臣の承認必要、返還を要しない方向で検討中）  

【岬招町域汐 返還が必要（大臣の承認必要）  

処分制限期間（39年）   




